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１)たとえば，マネジメント論の典型的なテキストであるS. P. Robbins, M. Coulter Management (sixth
 
edition)Prentice Hall International,Inc.,1999 においては，?分権マネジメント?の概念は存在せず，集
権化と分権化（centralization and decentralization）が述べられるだけである。J.R.Schermerhorn.Jr.













fifth ed.(Prentice-Hall,Inc.1996,Ch.10 OrganizationalStructure and Design,p.343)，および，S.Robbins
& M. Coultar, Management ibid., p.344（特に，Table10-2「Factors that Influence the Amount of
 
Centralization and Decentralization」）参照。
２)マネジメント論での集権―分権，集権化―分権化に関する概念規定については，筆者は，経済社会のさま
ざまな行動主体のつくり出す行動空間として，「経済空間」，「経営空間」，および「労働空間」を概念化し，
これらの?行動空間?をめぐる支配関係とその経済構造の動態のかたちで，それらの概念を厳密に定義づけ
た。この議論については，下島英忠「経済システムの行動空間モデル」（『地域分権経済システムの設計』，
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札幌学院商経論集 第21巻第1号（通巻101号)
オホーツク書房，2001年，第１章）を参照されたい。
３）「技能」と「技術」のより本質的な議論については，日本の学会において，「技術論論争」として長年にわ
たる定義付けが試みられてきた。本論の議論も，この論争を前提にしたものであるが，近年における生産的
力能としての?ナレッジ?の概念化を踏まえて，さらに技術概念を展開したものである。技術の概念規定に
関して，下島英忠「経済行動の分権化と技術」（『経営論集（明治大学）』第36巻３，４合併号，1989年３月）
あるいは拙著「技術と経済システム」（『地域分権経済システムの設計』前掲書，第２章）を参照されたい。
４)1980年代の半ばに，アサヒビールは，当時の市場占有率10％割れという窮状を打開すべく，全社的事業
改革に乗り出し，その一環として大規模な市場調査を伴うマーケティング戦略をマーケティング部門主導で
執行する。この際，「消費者はビールを味で飲み分けている」，「消費者のビールに求める味は時代と共に変
化する」から成る２つの仮説を設定した。その結果，「消費者の求める味は『重くて苦い』から『コクとキ
レ』へ変化する」という命題の抽出に成功し，当時のトップブランドである「キリンラガー」とはひと味違
う「新しいビール通が評価するビール」としての「辛口生ビール」の開発戦略を立案・執行し，周知のよう
に，その後のビール市場の構造的な大変化をもたらすことに成功した。泉谷直木「成熟社会における商品開
発とCI――戦略ケース８，アサヒビール㈱――」（水口健次監修 戦略100編集委員会編『日本のマーケ
ティング戦略 ガイド＆ケース100「戦略ケース」』日本経済新聞社，1993年，60～68ページ）参照。
５)筆者は，生産的力能としての「技能」，「技術」，そして「ナレッジ」に関して，行動空間概念を用いて，
それぞれの生産的行動の形成に関わる選択可能性としての「自由度」を厳密に検討し，ナレッジの?自由度
の高さ?を導出した。この議論に関しては，下島英忠「コエデュケーション・マネジメントの理論モデル――
マネジリアル行動空間概念の論理的展開――」（『オホーツク産業経営論集』第11巻第２号（通巻14号），
2002年６月，１～20ページ）参照。
６)ドラッカーは，ナレッジの機能の汎用性に関して，「……知識を基盤とする新産業の成否は，どこまで知
識労働者を惹きつけ，とどまらせ，やる気を起こさせるかにかかっている。……彼らの価値観を満足させ，
社会的な地位を与え，社会的な力を与えることによって活躍してもらわなければならない」と指摘し，ナレッ
ジ労働者の自律的行動特性を指摘している。ドラッカ 『ープロフェッショナルの条件』ダイヤモンド社，2000
年，252ページ参照。
このドラッカーの指摘は，ナレッジ労働者の産業間および企業間における職務遂行能力の発揮の有効性を
前提にしたものであるが，こうした有効性が成立するためには，経済社会の全体にわたる労働評価規準の同
一性が成り立たなければならない。現実の「日本的経営」には，企業間に関してさえも，このような条件は
十分に満たされているとはいえず，産業間に関しては，とりわけ地域企業に属する一次産業の諸企業におい
ては，特に不十分である。
７)高度資本主義社会である現代経済社会での技能の置かれている「単純労働化」のもつ疎外的本質と，労働
者の個体的力能としての技能のみずからへの「奪還」に関わる議論として，ブレイヴァアマンの批判的観点
を踏まえることは重要である。ブレイヴァアマンは，高度な生産力を持つにいたった「独占資本」における
労働の疎外を体制批判の源基にすえて議論を展開したのであるが，本論では，同じ疎外を分権マネジメント
の実現可能性の提示による超克に求めた。この意味で?マネジメント・システムの分権化?とは，このよう
な制度的な内容を有するものとして理解されるべきである。ブレイヴァアマン『労働と独占資本』岩波書店，
1978年。その中でも特に，「第20章 技能に関する最終ノート」での議論を参照されたい。
８)日本的経営における「造り込み」の成果と考えられる「日本車」への高い品質評価について報じた新聞記
事は多々見受けられる。たとえば，「ドイツ人，実は日本車好き＝７車種で首位独占」（『時事通信』2002年
10月23日付け），「米誌評価でホンダが席巻 日本車が８部門で首位」（『共同通信』2003年３月11日付け），
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分権マネジメント（下島英忠)
「日本車が10部門中８部門でトップ 米誌の信頼度テスト」（『時事』2004年03月10日付け），そして「米
で自動車信頼性評価，トヨタがトップ・ホンダ２位」（『読売新聞』2004年６月30日付け）など。
９）?コエデュケーション」とは，消費者を含むあらゆる行動主体があらゆる事業行動において相互に対等な
関係に立って，相互に学びあう関係を創り上げることを意味する造語である。このようなコエデュケーショ
ナルな事業行動の関係は，現実の市場環境では見受けられない。事業者側に業務上の「情報」，「知識」，そ
して「開発主導意識」が圧倒的に偏在し，逆に，顧客側に受動的ないしは従属的な意識が植え付けられてお
り，それが常識化しているからである。このような経済環境の下では，分権的経済行動の形成は，明らかに
望み得ない。IBM 主導の「ソリューション事業」が新た事業領域を切り開いたのと同様に，あるいはそれ以
上に，コエデュケーション事業は，特に地域社会づくりの領域で大きな可能性を発揮するはずである。コエ
デュケーション型事業のマネジメント・システムについては，拙著「コエデュケーション・マネジメントの
理論モデル―?マネジリアル行動空間概念の論理的展開―?」前掲論文を参照されたい。
10)実際，田中角栄氏の「日本列島改造論」においても，その企画・構想の実質的な担い手は，当時の建設省
官僚であったことが知られている。もっとも，かれらは中央官庁の官僚として当然に果たすべき，その施策
の全国的な公平と公正に関わる営為を放棄し，有力政治家の客観性を欠く欲求行動に便乗し従属する存在で
しかなかったといわねばならない。このような行政姿勢が「国家100年の大計」を編むの気概につながるこ
とはありえない。本論の主題との関連で，「角栄」後の国土建設のあるべき姿として，地方分権型のそれに
ついて論じた書物，米田雅子『田中角栄と国土建設――「列島改造論」を越えて――』中央公論新社，2003
年がある。
(しもじま ひでただ 地域マネジメント論専攻)
(2004年６月18日 受理)
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